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研究成果の概要（和文）： グローバル知識経済時代を迎え、日系多国籍企業には新しい経営の展開が求められ
ている。それは世界のサプライヤー、提携パートナー、顧客、大学・研究機関などと連携するコラボレーティブ
経営である。この経営の推進にはグローバル・アントレプレナーが不可欠である。この新しい研究課題につい
て、先駆的な理論の研究と国内外での実態調査によって、日系多国籍企業の新たなビジネス・モデルにはコラボ
レーティブ経営とグローバル・アントレプレナーの役割を組み込むことが不可欠で、それには日本本社と海外子
会社、海外子会社と現地アクターとの埋め込み関係やビジネス・エコシステムの検討も必要になることが明らか
になった。

研究成果の概要（英文）： Itis extremely important  for Japanese multinational corporations(JMNCs) to
 practice a new management in an era of global knowledge economy today. One of the management is 
called a collaborative management that runs businesses in cooperation with various actors, such as 
suppliers, alliance artners,customers, universities /insitutes, throughout the world. In order to 
implement collaborative management, it is also essential for JMNCs to have a global entrepreneur. 
Through the field survey both home and abroard as well as theoretical research, I found that it 
would be very important for JMNCs to incorporate collaborative management and a  role of global 
entrepreneur into the business model for their new growth. I also found that it would be important 
for JMNCs to consider ploblems of embededdeness between a headquarters and foreign subsidiaries, 
foreign subsidiariers and local actors, and the building of business ecosystem.
 

研究分野： 国際経営論、経営戦略論

キーワード： 日系多国籍企業　海外子会社　コラボレーティブ経営　グローバル・アントレプレナー　現地企業　埋
め込み関係　イノベーション
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１．研究開始当初の背景 

 現在、多国籍企業は経済のグローバル化、

インターネットの急速な普及、知識経済の到

来、新興国市場の拡大、地球温暖化、資源・

エネルギーの枯渇など、大きなビジネス環境

の変化の真っただ中にある。こうした中、多

国籍企業間のグローバル競争は一層熾烈化

し、その生き残りや成長のためには絶えずイ

ノベーションに挑戦し、新しい経営が求めら

れるようになっている。 

 しかし、これまでのような本国本社を頂点

とするヒエラルキー型の多国籍企業の経営

では、このような課題に応えることはできな

い。これからの多国籍企業にはイノベーショ

ンをコアにして、「スピード」「オープン」

「ネットワーク」「コラボレーション」を重

視した経営が求められる。そのためには、多

国籍企業はグループとして、アントレプレナ

ーシップ（企業家精神）を発揮し、海外子会

社はもちろんのこと、世界のサプライヤー、

提携パートナー、政府機関、ベンチャー企業、

大学・研究機関、NGO などと連携して新しい

価値創造を目指す経営を展開する必要があ

る。このような経営は「グローバル・コラボ

レーティブ経営」である。 

 とりわけ、近年グローバル競争で苦戦を強

いられている日系多国籍企業には、このよう

な経営が求められている。日系多国籍企業が

グローバル市場で、新たな競争力を身につけ、

さらなる成長を目指すにはグローバルなパ

ースペクティブでイノベーションに挑戦し、

海外で新規事業・新製品を開発する経営を展

開することが極めて重要になっている。とく

に成長著しいアジア新興国市場では、探索型

イノベーションに挑戦し、コラボレーティブ

経営を展開することが、日系多国籍企業の新

たな成長の道を切り開くことになる。 

 日系多国籍企業がそのような経営を展開

するためには、その戦略転換、組織構造・文

化および人材マネジメントをも変革しなけ

ればならない。なかでも、日系多国籍企業が

コラボレーティブ経営を展開するには、新興

国市場のような厳しい環境条件においても、

探求心が旺盛で、パイオニア・スピリッツや

起業家精神を持って経営を推進する、いわゆ

る「グローバル・アントレプレナー」の存在

が欠かせない。 

 こうして、いま日系多国籍企業にはグロー

バルな「コラボレーティブ経営」の展開と「ア

ントレプレナー」の育成が喫緊の課題になっ

ている。 

 

２．研究の目的 

 本研究は、新たな視点から日系多国籍企業

の成長に関する研究を行うので、理論と実証

の両面から、次のような目的で研究を進めた。 

第１に、コラボレーティブ経営とグローバ

ル・アントレプレナーに関連する既存理論

（たとえば、グローバル競争戦略論、イノベ

ーション論、新興国市場戦略論、国際人的資

源論、国際起業家論など）を渉猟・レビュー

し、それらの本研究課題への応用可能性と限

界を検討する。そしてその後、実証研究とケ

ーススタディのための仮説、モデル、分析フ

レームワークを構築する。 

第２に、グローバル成長戦略の視点から、日

系多国籍企業のコラボレーティブ経営の現

状や特徴を明らかにしつつ、その経営におい

て、グローバル・アントレプレナーが果たす

役割やその育成にかかわる諸問題を研究す

る。コラボレーティブ経営を実践している企

業やグローバル人材マネジメントに注力し

ている企業を対象にして、仮説、モデル、分

析フレームワークを使って、ヒアリング調査

を実施し、実証研究とケーススタディを行う。 

第３に、これらの研究作業を通じて、日系多

国籍企業のコラボレーティブ経営とグロー

バル・アントレプレナーの役割に関する諸課

題、たとえば探索型イノベーション、アジア

新興国市場における新規事業・新製品開発、



その知識の組織間移転・共有、組織間学習と

シナジー創造、組織構造・文化の変革、グロ

ーバル・アントレプレナーとバウンダリー・

スパナーの役割と育成などの諸課題を明ら

かにする。そしてその後、日系多国籍企業の

グローバルな優位性や劣位性を導出し、その

新たな成長のための新しいビジネス・モデ 

ルを構築する。 

 

３．研究の方法 

 本研究課題は、多国籍企業論や国際ビジネ

ス論の新しい幅広い領域にかかわるため、次

のような方法で研究を進めた。 

 まず、本研究課題に関連した既存の研究や

理論を渉猟・レビューする必要があるので、

グローバル競争戦略論、新興国市場戦略論、

イノベーション論、ネットワーク論、アライ

アンス論、組織・人材マネジメント論、国際

起業家論など、関連理論についてレビューし

つつ、それらの本研究課題への応用可能性や

限界を検討する。 

 次に、このような既存理論の研究を通じて、

日系多国籍企業へのヒアリング調査とケー

ススタディのための仮説、モデル、分析フレ

ームワークを構築する。この仮説、モデル、

分析フレームワークを用いて、本研究課題に

関連した経営を展開している日系多国籍企

業に対して、ヒアリング調査を実施し、ケー

ススタディへと研究を進める。この調査は日

本と海外の両方で実施する。この調査は製

造・サービス業の十数社（電機 化学、総合

商社、小売、広告など）を対象にする  

 さらに、日系多国籍企業の新たな成長のた

めのビジネス・モデルを構築するために、 

本研究活動で構築し、ヒアリング調査で用い

た仮説、モデル、分析フレームワークの妥当

性や有効性の検証を行う。この研究の遂行に

は本研究課題に近い研究を行っている国内

外の研究者と実務家との討論も行う。 

 

４．研究成果 

 本研究課題は、多国籍企業論や国際ビジネ

ス論の分野では、フロンティア的なものであ

るため、初年度は既存の関連理論（グローバ

ル競争戦略論、新興国市場戦略論、イノベー

ション論、ネットワーク論、アライアンス論、

組織・人材マネジメント論、国際起業家論な

ど）をレビューし、その応用可能性と限界を

検討した。次に、日系多国籍企業に対する実

態調査や実証研究のための仮設、モデル、分

析フレームワークの構築を試みた。この結果、

日系多国籍企業の新たな成長のためのビジ

ネス・モデルに関し、グローバル戦略、新興

国市場開拓、新事業・新製品、人的資源開発

を中心に、ヒアリング調査のための仮設、モ

デル、分析フレームワークを構築することが

できた。 

 これらの仮設、モデル、分析フレームワー

クを用いてベトナム、タイ、シンガポールに

進出している日系多国籍企業（製造業とサー

ビス業、合計 10 社）を対象にして、 

実態調査を行った。この成果の一部として、

「新興国市場開拓のビジネス・モデルの構築

に向けて」（『異文化経営研究』異文化経営学

会誌、第 10 巻）を発表した。 

 ２年目は、さらに本研究課題に関連する諸

理論をレビューすると同時に、前年度に構築

した仮設、モデル、分析フレームワークを精

緻化し、ベトナム、タイ、マレーシア、香港

に進出している日系多国籍企業（製造業とサ

ービス業、合計 10 社）に対してヒアリング

調査を行った。この調査の結果、日系多国籍

企業では製造業の企業よりもサービス業の

企業のほうで、探索型イノベーション、コラ

ボレーティブ経営、さらにはアントレプレナ

ーシップがみられることが明らかになった。

この年度の研究活動の成果の一部について

は 、 台 北 で 開 催 さ れ た 国 際 学 会 で 、

Organizational Transformation and Human 

Resource Development for Emerging Market : 



Some Issues for Japanese MNCs というテー

マで発表した。また、同年札幌市で開催され

た国際ビジネス研究学会の全国大会で、「海

外子会社のイノベーションと海外人材の役

割の変化―日系多国籍企業を中心としてー」

というテーマで発表した。さらに研究論文と

して、「クール・ジャパン戦略とコンテンツ・

ビジネスの国際展開」（『桜美大学産業研究所

年報』33 号）を発表した。 

 ３年目は、主に過去２年間に国内外で実施

した日系多国籍企業に対する実態調査によ

って得られた研究成果を分析・整理し、論文

作成をすると同時に、それを学会で発表する

ことに重点を置いて研究活動を行った。この

結果、本研究課題の研究をさらに進めるには

日本本社と海外子会社、海外子会社と現地企

業との間の埋め込み関係、そこでの海外人材

の役割や能力の研究、さらにはビジネス・エ

コシステムの研究が必要になることが明ら

かになった。 

 この年度の研究成果をケーススタディと

いう形で整理し、イタリアで開催された

EuroMed Academy of Businessの年度大会で、

Managing Explorative Activities and Dual 

Embeddedness in a Foreign Subsidiary : A 

Case Study in Japanese MNCs というテーマ

で発表（共同）した。さらに、この研究成果

の延長線上で、日本の総合商社に焦点を当て、

Explorative Activities and Dual 

Embeddedness in a Foreign Subsidiary : On 

a Case Study in Japanese General Trading 

Companies という論文を作成した。なお、さ

らに研究を推進するために、中国上海に進出

している日系多国籍企業（製造業とサービス

業、合計 5社）へのヒアリング調査も実施し

た。 

 さらに、研究期間を延長した最終年には 

前年に作成した論文Explorative Activities 

and Dual Embeddedness in a Foreign 

Subsidiary : On a Case Study in Japanese 

General Trading Companies をアメリカのニ

ューオリンズで開催された Association of 

Japanese Business Studies の年度大会で発

表（共同）した。また、一連の研究成果に関

して、専門家との討議も行った。 
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